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１ 監査期間 

 令和７年５月12日から６月30日まで 

 

２ 監査範囲 

令和７年度監査等計画及び令和７年度監査実施計画（定期監査（前期））に基づき、

令和６年度（令和６年４月～令和７年３月分）の事務執行分を基本とし、必要に応じ

他の年度の執行状況を勘案し監査を行った。 

 

(1)対象部局・実施期間 

部  局 実施期間 

議会事務局 

選挙管理委員会事務局 

監査事務局 

北石狩公平委員会事務局 

農業委員会事務局 

会計管理者 

５/12(月)～５/16(金) 

総務部 ５/15(木)～５/21(水) 

企画政策部 

産業振興部 
５/22(木)～５/28(水) 

財政部 

環境市民部 
５/29(木)～６/４(水) 

福祉部 

子育て推進部 

健康推進部 

６/５(木)～６/13(金) 

建設部 

水道部 

厚田支所 

浜益支所 

浜益国保診療所 

６/16(月)～６/20(金) 

教育委員会 学校教育部 

教育委員会 社会教育部 
６/23(月)～６/27(金) 

予備日 ６/30(月) 

※ 北石狩公平委員会事務局に係る監査は、地方自治法第252条の11第４項の規定

（普通地方公共団体が共同設置する委員会が行う関係普通地方公共団体の財務に関する事

務の執行及び関係普通地方公共団体の経営に係る事業の管理の通常の監査に基づく監査）

を兼ねて実施した。 
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(2)監査項目・対象書類 

監査項目 対象書類 

① 収入金の収入事務（抽出） 

申請書、収入金の決定書、調定票、

納入通知書、収入原簿など、収入に

関する書類 

② 支出事務 

 

イ 負担金補助及び交付金（抽出） 
補助金等交付申請書など、補助金等

の支出に関する書類 

※ 抽出事業は別添（別紙１、２） 

 

 

３ 着眼点 

  主要な着眼点として、以下の項目を設定した。 

項 目 内         容 

共 通 事 項 ・予算の執行は適正な権限者が行い、その手続きは適正か 

収
入
事
務 

調 定 及 び 収 納 

・根拠となる法令等に適合しているか 

・額の算定は適正か 

・納入通知、納付期限は適正か 

現 金 ・取扱いは適正に行われているか 

支
出
事
務 

補 助 金 等 

・算出は合理的な基準により行われているか 

・交付決定や変更、額の確定等の通知及び補助金等の交付、返還時期は

妥当か 

・交付条件は適切に付され、条件どおり交付、履行されているか 

・実績報告に基づく補助金等の支出については、その成果の確認が行わ

れているか 

改 善 状 況 ・過去に指摘、指導した事案は改善されているか 

 

 

４ 監査方法 

  石狩市監査基準第２条第１号に基づき、事務執行及び経営に係る事業の管理の合規

性、正確性並びに内部統制(チェック体制)などが確保されているか、また経済的、効

率的及かつ効果的に執行されているかといった点に留意し、上記２の（2）に掲げる事

務について、提出資料等に基づき、必要な部分は関係職員から説明を聴取する方法で

監査を実施した。 
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５ 監査結果 

  監査の結果、事務は概ね適正に執行されていることが認められたが、次のとおり指

摘事項が見受けられた。 

  なお、指摘・指導事項のあった部局に対し、要因分析や改善方策等について意見交

換する講評を令和７年８月５日に実施した。 

 

 (1) 建設部 

① 収入金の収入事務 

・競争入札参加資格者登録名簿に登録された支店ではなく、登録がない本社が入

札に参加していた。 

 
 












